	ビルメンテナンス業


受注件数は微増であるが、発注者のビルオーナー等の厳しい経営状況を反映して、受注単価の引下げを余儀なくされたり、より低コストの業務内容への見直しを要請される例が増えており、売上高は横ばいで推移している。　　　　

一方、コストの７～８割は人件費が占めており、削減が難しいことから、収益は厳しい。
業界概要
ビルメンテナンス業は、建物の清掃、設備並びに衛生管理（電気設備、空調、給排水他）、保守等を建物のオーナー等から受注する事業である。
売上高の構成比では、清掃が約６割で最も高い割合を占めている。各業務は担当者が派遣先の建物に常駐して行うが、小規模な建物の清掃や、設備並びに衛生管理の一部では、巡回や定期訪問もみられる。
建物は、オフィス、商業施設・店舗、マンション、工場、病院・介護老人保健施設等幅広く、各建物のニーズにあったマニュアルで業務を行う。清掃時間については、商業施設では閉店時刻から深夜、オフィスでは主に早朝といった例が多い。なお、病院内の業務は、㈶医療関連サービス振興会の認証を受けた上で、認証基準に基づく仕様で行われる。
当業界は、独立系企業と、不動産、商業、鉄道、建設業等の大企業から分社した系列企業に分けられる。

企業規模は、全国展開する巨大企業から小規模企業までばらつきがある。受注面では、建物の大型化や構造の複雑化（省エネ設備、太陽光発電、防災への対応等）、公共の建物における指定管理者制度（後述）の導入がみられる中で、大企業が一括して請負い、その協力会社（下請企業）として、中小規模企業受注する例が増えている。

中堅規模以上の企業は、ビルメンテナンス事業に関連して、不動産賃貸業・管理業、建築設計・施工、警備業等を兼業している例がみられ、さらに、一部大企業では、プロパティ・マネジメントの業務を行う例もみられる（プロパティ・マネジメントとは、金融業、大手不動産業等のアセット・マネジメント部門等から受注し、建物資産を効率的に管理し、資産価値を高める業務）。
大阪府内の事業所数は1,528、従業者数は66,560人で、対全国比はそれぞれ7.1％、8.7％である（平成18年『事業所・企業統計調査報告』の「建物サービス業」）。
業界団体として、㈳全国ビルメンテナンス協会と、47都道府県の各ビルメンテナンス協会がある（21年の協会員数は全国が2,991社、大阪府が237社）。このほか、近畿地域では、ビルメンテナンス業務並びにビル管理業務の教育・研修機関として、㈳関西環境開発センター、㈶ビル管理教育センター関西支部、㈶建築物管理訓練センター近畿支部がある。

売上高は横ばい
主要受注先であるオフィスビルをみると、大阪市内では、ここ数年、大型ビルの建替え等もあり、ビルの棟数、延べ床面積は増加している。このほか、商業施設ビル数も概ね堅調に推移しており、全体として、ビルメンテナンス業務の受注件数は微増である。

しかし、ビルオーナーの経営環境は、テナント企業のオフィス面積の縮小、ビル内の空室や空店舗の増加、賃料の下落を余儀なくされる等、厳しい状況にある。そのため、ビルメンテナンス業者に対し、経費節減を目的とした契約単価の引下げ要請、より低コストの業務内容への見直し要請（清掃仕様の見直し等）がみられる。このため、受注の継続を見送り、解約せざるをえない場合もあり、各社の売上高は増えていない。なお、受注に際しては、小規模な民間ビルの場合は主として随意契約であるが、近年は、競争入札が増えてきている。
このほか、ビルオーナーとビルメンテナンス業者の相互の信頼関係によって、契約が更新されてきた場合でも、ビルが売却され、オーナーが代わったのを契機に、新オーナーが契約を解除する例もみられる。
なお、官公庁からの受注は、定期的に競争入札が行われることで、業者が入れ替わる機会が多く、受注単価の値下りも大きいといわれる。このほか、官公庁との契約を行うにあたって必要となる総合評価制度、障がい者の法定雇用率の達成（大阪府は22年４月よりハートフル条例を施行）への対応が難しく、官公庁のウエイトが低下しているという企業もみられる。
その一方で、地方自治体が50％以上出資する法人が運営管理を行う公共施設は、指定された民間事業者等が代わって運営管理できるようになったことから（地方自治法改正、15年９月施行）、指定管理者制度の活用によって受注をめざす企業もみられる。こうした中、当業界においても、体育館、スポーツセンター、青少年センター、市民文化会館等の指定管理者となる例がみられる。同制度では、建物の管理に加えて、事業の企画・運営能力も求められるため、元請として受注できるのは大企業が多いが、その協力会社（下請企業）として、清掃等特定業務を受注している企業も少なくない。
収益は厳しい
受注単価が弱含みである中、コストの７～８割を占める人件費の削減は難しい。それは、夜間・早朝に行われる業務が多く、宿直が必要な場合もあるなど、労働条件が厳しいため、作業者の維持・確保のために、それに見合う賃金が必要とされるからである。このため、収益は厳しくなっている。
また、経営面では受注先からISO14001（環境マネジメントシステムの国際規格）の認証取得を求められる例が多いが、取得や維持のコストに加え、従業員に対する環境教育、清掃資材では環境に配慮した洗剤等の使用、廃棄物の処理にかかるコスト等の負担も少なくない。
雇用には前向き
従業者数は横ばい又は微増という企業が多い。主要業務である清掃は、多くをパートタイマーが担っているため、雇用形態では、非正規社員が５～６割を占めている。非正規社員では、男女とも幅広い年齢層がみられるが、50歳代後半以上層が増えている。この年齢層（とくに女性の場合）は、通勤時間の短い地域や自宅近隣地域での勤務を望む傾向があり、都心のオフィスビルでは女性の作業者を確保しにくい例もあるようである。
正規社員は男女とも若い社員が増えており、定着率は良いようである。正規社員の担当は、受注先との折衝、清掃業務のリーダー、各種資格が必要な設備管理等の業務である。
求人活動では、ハローワーク（公共職業安定所）がよく利用されているが、まとまった人数が必要な場合は情報誌も利用されている。

教育・研修を重視
教育・研修機関として、近畿では㈳関西環境開発センターがあり、近畿各府県のビルメンテナンス協会と連携して、従業員に対して、資格取得をはじめとする各種研修が行われている。各社とも社員の研修に力を入れており、協力会社（下請企業）の社員に対しても、清掃業務に加えて、業務に関連したマナー等、各種の研修が定期的に行われている。

自治体等の就労支援事業としての人材育成
㈳大阪ビルメンテナンス協会、㈳関西環境開発センターでは、19、20年度に大阪府Ａ市の社会福祉法人の受託事業で、当業界への就職希望者にビル清掃の知識と技能を修得してもらい、就業を支援する事業を行った。このほか、22年度には府内Ｂ市の地域就労支援センターが上記業界団体の協力で、「ビルクリーニング入門講座」を主催し、同様の就労支援事業を行っている。
設備管理の省人化への取組
ビルの設備管理業務は、資格をもつ正規社員の担当分野であり、各ビルへの常駐や巡回で対応する例が多い。こうした中、近年、複数のビルの設備機器の状況を中央監視室のカメラ画像等によって監視・制御する群管理システムの導入が進んでいる（同システムは警備業務と併せて運用される場合が多い）。このシステムを利用した遠隔監視によって、効率的な設備点検が可能となり、省人化による人件費の抑制が期待されている。
今後の見通し
大阪のビジネス地区においては、オフィスビルの棟数、床面積が増加しており、また、郊外ではマンションや老人介護施設が増加している。このほか、指定管理者制度によって公共施設内の業務の受注が期待され、さらに、ＰＦＩ（民間資金を活用した公的施設の整備・運営）事業も本格実施に向けた試行がみられており（兵庫県内の某矯正施設等）、当業界における受注の機会は増えている。ただし、発注者側は経費や予算を抑制しており、採算の確保は厳しいといえる。
各社とも優良な顧客の獲得に向けて営業活動を強化しているが、小規模企業では、事業継続のために低い受注単価を受け入れることを余儀なくされる企業も増えているようである。

なお、大企業では、事業の多角化が進んでおり、前出のプロパティ・マネジメントに加え、老人福祉・介護事業、食品工場の衛生管理の受託等を行う例がみられる。　　　　　　　　　　　（松岡　信明）
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平成８年 1,529 18,427 62,114 689,334

　　13年 1,644 20,900 65,325 744,449

　　18年 1,528 21,558 66,560 762,738

従業者数

建物サービス業の推移(大阪府、全国)

資料：総務省『事業所・企業統計調査報告』

（単位：ヵ所、人）
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　　　（　）内は前年比。

（注）協会会員を対象とした調査結果

　　　『実態調査報告書』（各年）を

　　　基に協会が業界全体の値を推計。

業界の総売上高の推移(推計値)

資料：全国ビルメンテナンス協会

(単位：億円、％)


PAGE  
4

